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5,136,113 5,136,113 1,063,568 1,063,568

1 総
学校施設開
放事業

地域に根ざした開か
れた学校づくりと学
社連携の観点から、
学校教育や運営を勘
案して学校施設の開
放を行う。

市内在
住・在
勤・在
学者、
社会教
育団

体、市
民活動
団体及
び公共
的団体
（団体
の場合
は、団
体登録
制あり
（ス

ポーツ
課所

管））

政
策

学校教育活動に支障
のない範囲で、学校
開放が実施された

Ａ #
学校施設の開
放

未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

1
学校施設開
放事業

施設使用に関
する調整事務

施設を開放し
ている学校数

３１校 ３１校
施設使用に関
する調整事務

施設を開放し
ている学校数

３１校 #
学校施設の開
放

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

調整事務の一部につ
いて、再任用職員等
の活用が可能であ
る。

予算
なし

1
学校施設開
放事業

学校施設使用
許可及び使用
料の徴収及び
減免

学校施設の開
放許可件数
（年間）

９００件 ８４１件

学校施設使用
許可及び使用
料の徴収及び
減免

学校施設の開
放許可件数
（年間）

９００件 #
学校施設の開
放

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

使用許可事務の一部
について、再任用職
員等の活用が可能で
ある。

予算
なし

1
学校施設開
放事業

全庁的な公共
施設有料化の
検討に伴う整
合性の調整

行政管理課と
の協議・調
整、報告取り
まとめ

平成21
年3月

平成21
年3月

2 総
市学校建設
公社に係る
事務

学校建設公社運営事
務

公社職
員

内
部

55,000
公社保有資産の適正
な管理が実行された Ａ 55,000 7

公益法人に係
る事業

休・廃
止に向
けて検

討

なし 維持

2
市学校建設
公社に係る
事務

公社の事業資
金貸し付け

貸付額
55,000
千円

55,000
千円

55,000
公社の事業資
金貸し付け

貸付額
55,000
千円

55,000 7
公益法人に係
る事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2
市学校建設
公社に係る
事務

公社理事会の
開催

公社理事会の
開催回数

５回 ４回
公社理事会の
開催

公社理事会の
開催回数

３回 7
公益法人に係
る事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
市学校建設
公社に係る
事務

法人登記と主
務官庁（県教
委）への報告

神奈川県教育
委員会報告回
数（年間）

２回 ２回
法人登記と主
務官庁（県教
委）への報告

神奈川県教育
委員会報告回
数（年間）

２回 7
公益法人に係
る事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
市学校建設
公社に係る
事務

事業資金の借
入のための金
融機関との調
整及び契約

金融機関との
契約回数

７回 ２回

事業資金の借
入のための金
融機関との調
整及び契約

金融機関との
契約回数

２回 7
公益法人に係
る事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
市学校建設
公社に係る
事務

学校建設公社
の庶務事務

経営状況の議
会への報告

平成２０
年６月

平成２０
年６月

学校建設公社
の庶務事務

経営状況の議
会への報告

平成２１
年６月 7

公益法人に係
る事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
市学校建設
公社に係る
事務

公益法人制度
改正に向けた
取り組み

公益法人制度
改正に伴う手
続きに関する
調査

平成２１
年３月

平成２１
年３月

公益法人制度
改正に向けた
取り組み

公益法人制度
改正に伴う組
織の方向性の
決定

平成22
年3月 7

公益法人に係
る事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 総
教育委員会
の運営

教育行政の推進
教育委員会会議の開
催

教育委
員・教
育委員
会職員

内
部

6,298
教育委員会の運営が
適正に実行された Ａ 6,948 1

事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし 維持

3
教育委員会
の運営

教育委員会会
議の開催及び
庶務

定例会・臨時
会等の開催回
数

１２回 １２回 5,852
教育委員会会
議の開催及び
庶務

定例会・臨時
会等の開催回
数

１２回 6,192 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3
教育委員会
の運営

教育委員の研
修及び会議等
への参加及び
職員の随行

研修会等への
参加回数

３回 ３回 78

教育委員の研
修及び会議等
への参加及び
職員の随行

研修会等への
参加回数

３回 100 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育総務課
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対
象
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顧
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区
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事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
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①
目
的
達
成
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重点事業
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市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育総務課

改善
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（年
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手法の
変更の
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性
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④
継
続
性

教育総務課

3
教育委員会
の運営

定例会会議録
作成委託契約

定例会会議録
作成委託契約
事務

１回 １回
定例会会議録
作成委託契約

定例会会議録
作成委託契約

１回 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3
教育委員会
の運営

定例会会議録
作成

会議録の作成
件数（年間）

１２回 １２回 368
定例会会議録
作成

会議録の作成
件数

１２回 646 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

済
不
可

無 なし

3
教育委員会
の運営

臨時会・協議
会会議録作成

会議録の作成
件数

１２回 １０回
臨時会・協議
会会議録作成

会議録の作成
件数

１２回 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
教育委員会
の運営

教育委員によ
る学校訪問、
関係各課等と
の意見交換の
調整

実施回数 ４０回 ４０回

教育委員によ
る学校訪問、
関係各課等と
の意見交換の
調整

実施回数 ４０回 10 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

701 総

神奈川県市
町村教育委
員会連合会
事務

教育に関する諸般の
事項を研究し教育行
政の円滑な運営をす
る。

教育委
員

内
部

事業№３に統
合

701

神奈川県市
町村教育委
員会連合会
事務

神奈川県市町
村教育委員会
連合会への参
加及び事務

連合会会議の
出席回数（年
間）

３回

701

神奈川県市
町村教育委
員会連合会
事務

関東甲信静市
町村教育委員
会連合会への
参加及び事務

連合会会議及
び事務による
出席回数（年
間）

１回

4 総
茅ヶ崎市教
育委員会表
彰事務

教育委員会所管の学
校及び団体並びに個
人の業績を表彰す
る.

表彰対
象者
（市

民・各
種団

体・教
職員）

内
部

322
教育委員会表彰が予
定どおり実施された Ａ 553 1

事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし 維持

4
茅ヶ崎市教
育委員会表
彰事務

候補者の推
薦、教育委員
会の選考・決
定

候補者の選
考・決定時期

平成20
年
１１月

平成20
年
１１月

候補者の推
薦、教育委員
会の選考・決
定

候補者の選
考・決定時期

平成21
年
１１月

1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4
茅ヶ崎市教
育委員会表
彰事務

市教育委員会
表彰式

教育功労者に
対する表彰回
数（年間）

１回 １回 322
市教育委員会
表彰式

教育功労者に
対する表彰回
数（年間）

１回 553 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5 総

叙勲及び表
彰
国・県・市
等への推薦

国又は公共に対する
功労，あるいは社会
の各分野における優
れた行いを表彰す
る.

表彰対
象者
（市

民・各
種団

体・教
職員）

内
部

叙勲及び表彰が予定
どおり実施された Ａ 1

事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし
予算
なし

5

叙勲及び表
彰
国・県・市
等への推薦

候補者の選考
会議及び庶務

内申及び推薦
回数（年間）

2回 2回
候補者の選考
会議及び庶務

内申及び推薦
回数（年間）

2回 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総
職員研修事
業

職員資質の向上
教育委
員会職

員

内
部

0
職員研修事業が予定
どおり実施された Ａ 30 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

現状維
持

なし 維持

6
職員研修事
業

学校職員研修
研修会の実施
回数（年間）

　２回 　２回 0 学校職員研修
研修会の実施
回数（年間）

　２回 10 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

済
不
可

無 有り 22

研修会実施事務の一
部について、再任用
職員等の活用が可能
である。

維持

6
職員研修事
業

学校図書館嘱
託員研修

研修会の実施
回数（年間）

　３回 　３回
0

学校図書館嘱
託員研修

研修会の実施
回数（年間）

　３回
20 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

済
不
可

無 有り 22

研修会実施事務の一
部について、再任用
職員等の活用が可能
である。

維持
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③
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③
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②
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7 総
安全衛生委
員会の運営

安全で衛生的な職場
環境維持

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

30
安全衛生委員会が概
ね予定どおり実施さ
れた

Ａ 20 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

現状維
持

なし 維持

7
安全衛生委
員会の運営

職員研修の実
施

研修の実施回
数・人数（年
間）

１１５人
１回

１１５人
１回

30
職員研修の実
施

研修の実施回
数・人数（年
間）

１１５人
１回

20 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7
安全衛生委
員会の運営

安全衛生委員
会の開催

会議等の開催
回数
（年間）

３回 ３回
安全衛生委員
会の開催

会議等の開催
回数
（年間）

６回 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
安全衛生委
員会の運営

学校・給食施
設の安全点検

施設の安全点
検の実施個所
数

８施設 ８施設
学校・給食施
設の安全点検

施設の安全点
検の実施個所
数

８施設 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総
出張命令の
調整

適正な旅費の執行
教育委
員会職

員

内
部

1,404
出張命令の調整が適
正に実施された Ａ 1,700 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

現状維
持

なし 維持

8
出張命令の
調整

出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４５日 ２４５日 1,404
出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４１日 1,700 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9 総
教育長・教
育委員の秘
書業務

市民・各種団体との
交際

教育
長・市
民・団

体

内
部

60
教育長・教育委員の
秘書業務が適正に実
施された

Ａ 80 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし 維持

9
教育長・教
育委員の秘
書業務

教育長の秘書
事務及び交際
費の執行等

適正な予算・
事務管理日数

２４５日 ２４５日 60
教育長の秘書
事務及び交際
費の執行等

適正な予算・
事務管理日数

２４１日 80 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10 総
教育要覧の
編さん

円滑な事務の遂行及
び資料作成

教育委
員会職
員・教
職員

内
部

教育要覧の編さんが
予定どおり実施され
た

Ａ 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし
予算
なし

10
教育要覧の
編さん

教育要覧の編
さん

各課・各学校
への要覧の作
成資料の提供
依頼月

１２月 １２月
教育要覧の編
さん

各課・各学校
への要覧の作
成資料の提供
依頼月

１２月 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

教育要覧事務の一部
について、再任用職
員等の活用が可能で
ある。

予算
なし

10
教育要覧の
編さん

教育行政資料
の収集

資料収集及び
整理対象数

５課３１
校

５課３１
校

教育行政資料
の収集

資料収集及び
整理対象数

５課３１
校 1

事務局及び教
育機関内の総
合調整

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

教育行政資料の収集
について、再任用職
員等の活用が可能で
ある。

予算
なし

10
教育要覧の
編さん

教育要覧の作
成

教育要覧の作
成部数

１８０部 ２００部
教育要覧の作
成

教育要覧の作
成部数

１８０部 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

教育要覧事務の一部
について、再任用職
員等の活用が可能で
ある。

予算
なし

11 総

教育総務
課・学校職
員一般管理
事務

円滑な事務の遂行

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

1,364

教育総務課・学校職
員一般管理事務を適
正に実施し円滑な事
務が遂行できた

Ａ 1,362 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

現状維
持

なし 維持

11

教育総務
課・学校職
員一般管理
事務

教育総務課・
学校職員必要
経費の支出

予算の執行日
数

２４５日 ２４５日 1,364
教育総務課・
学校職員必要
経費の支出

予算の執行日
数

２４１日 1,362 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

12 総
事務局物品
管理事務

事務局管理物品の整
備

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

1,365
物品管理を適正に実
施し管理を行った Ａ 1,628 8

教育関係予算
の総括・調整
と学校予算の
執行管理

現状維
持

なし 維持

12
事務局物品
管理事務

小・中学校備
品の廃棄

廃棄回数 年２回 年２回 1,115
小・中学校備
品の廃棄

廃棄回数 年２回 1,300 8

教育関係予算
の総括・調整
と学校予算の
執行管理

可
不
要

済
不
可

無 有り 22

小・中学校備品の廃
棄事務の一部につい
て、再任用職員等の
活用が可能である。

維持
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実施計画
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事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育総務課

12
事務局物品
管理事務

教育総務課に
移管した複写
機の保守管理

保守管理回数 月１回 月１回 250
教育総務課に
移管した複写
機の保守管理

保守管理回数 月１回 328 8

教育関係予算
の総括・調整
と学校予算の
執行管理

不
可

不
要

済
不
可

無 なし 維持

13 総
都市教育長
協議会事務

教育に関する諸般の
事項を研究し教育行
政の円滑な運営をす
る。

教育
長・教
育委員
会職員

内
部

43
必要とされる会議に
参加した Ａ 50 1

事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし 維持

13
都市教育長
協議会事務

全国教育長協
議会の会議へ
の参加及び庶
務

会議等への参
加回数
（年間）

　１回 　０回 23

全国教育長協
議会の会議へ
の参加及び庶
務

会議等への参
加回数
（年間）

　４回 50 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
都市教育長
協議会事務

関東地区都市
教育長協議会
の会議への参
加及び庶務

会議等への参
加回数
（年間）

　３回 　１回 11

[全国都市教育
長協議会の会
議への参加及
び庶務]へ統合

13
都市教育長
協議会事務

神奈川県都市
教育長協議会
の会議への参
加及び庶務

会議等への参
加回数
（年間）

　２回 　２回 9

「全国都市教
育長協議会の
会議への参加
及び庶務」へ
統合

13
都市教育長
協議会事務

首都圏社会増
市町村教育長
協議会への参
加及び庶務

会議等への参
加回数
（年間）

　１回 　０回

13
都市教育長
協議会事務

湘南三浦管内
教育長会議へ
の参加及び庶
務

会議等への参
加回数
（年間）

　４回 　４回

湘南三浦管内
教育長会議へ
の参加及び庶
務

会議等への参
加回数
（年間）

　４回 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14 総

県下16市教
育委員会総
務課長会議
に係る事務

教育に関する諸般の
事項を研究し教育行
政の円滑な運営をす
る。

教育委
員会職

員

内
部

予定された県下16
市教育委員会総務課
長会議に係る事務を
遂行し会議に出席し
た。

Ａ 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし
予算
なし

14

県下16市教
育委員会総
務課長会議
に係る事務

県下16市教育
委員会総務課
長会議への参
加及び資料作
成

会議等への参
加回数
（年間）

　４回 　４回

県下16市教育
委員会総務課
長会議への参
加及び資料作
成

会議等への参
加回数
（年間）

４回 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15 総

神奈川県市
町村教育長
会連合会に
係る事務

教育に関する諸般の
事項を研究し教育行
政の円滑な運営をす
る。

教育委
員

内
部

10

神奈川県市町村教育
長会連合会の会議に
ついて予定どおり出
席した

Ａ 10 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし 維持

15

神奈川県市
町村教育長
会連合会に
係る事務

神奈川県市町
村教育長会連
合会の会議へ
の参加及び庶
務
（副会長）

会議等への参
加回数
（年間）

　２回 　２回 10

神奈川県市町
村教育長会連
合会の会議へ
の参加及び庶
務（幹事）

会議等への参
加回数
（年間）

　３回 10 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総

長期休職者
対応臨時職
員等の雇用
事務

長期休職者及び欠員
不補充職場に対し、
その補充のため臨時
職員を雇用する。

臨時職
員

内
部

7,744

長期休職者対応臨時
職員等の雇用事務に
ついて適正に実施さ
れた

Ａ 15,489 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

現状維
持

なし 維持

16

長期休職者
対応臨時職
員等の雇用
事務

臨時職員の採
用、配置、任
免、給与支給

雇用日数
（年間）

２４５日 ２４５日 6,172
臨時職員の採
用、配置、任
免、給与支給

雇用日数
（年間）

２４１日 13,733 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16

長期休職者
対応臨時職
員等の雇用
事務

労務管理、労
災の対応

けが・事故等
の対応人数

０人 ４人 1,572
労務管理、労
災の対応

けが・事故等
の対応人数

1,756 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17 総
幼稚園就園
奨励費等補
助事業

幼児教育の振興と向
上

私立幼
稚園・
幼児園

政
策

237,837
幼稚園就園奨励費等
補助金について適正
に執行できた

Ａ 271,927 5
幼児教育の振
興、支援

未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す
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おける課の重点事業
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民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
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要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況
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性
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17
幼稚園就園
奨励費等補
助事業

私立幼稚園等
就園奨励費補
助金の交付

交付申請書等
の受付・審査
の時期

１１月・
２月交付

１１月・
２月交付

230,511
私立幼稚園等
就園奨励費補
助金の交付

交付申請書等
の受付・審査
の時期

１１月・
２月交付

264,097 5
幼児教育の振
興、支援

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

補助区分認定事務の
一部について、再任
用職員等の活用が可
能である。

増
や
す

17
幼稚園就園
奨励費等補
助事業

私立幼稚園等
団体補助金の
交付

交付申請書等
の受付・審査
の時期時期

７月交付 ７月交付 2,430
私立幼稚園等
団体補助金の
交付

交付申請書等
の受付・審査
の時期時期

７月交付 2,430 5
幼児教育の振
興、支援

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17
幼稚園就園
奨励費等補
助事業

幼稚園障害児
教育補助金の
交付

交付申請書等
の受付・審査
の時期

１月交付 １月交付 4,896
幼稚園等特別
支援教育補助
金の交付

交付申請書等
の受付・審査
の時期

１月交付 5,400 5
幼児教育の振
興、支援

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17
幼稚園就園
奨励費等補
助事業

国庫補助金の
申請

補助金の申請
回数

年１回 年１回
国庫補助金の
申請

補助金の申請
回数

年１回 5
幼児教育の振
興、支援

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17
幼稚園就園
奨励費等補
助事業

小学校への就
学の円滑化を
図るため、幼
児教育と小学
校教育の連携
の充実化

教育政策課・
教育指導課及
び幼稚園協会
等との協議回
数

1回 1回

小学校への就
学の円滑化を
図るため、幼
児教育と小学
校教育の連携
の充実化

教育政策課・
教育指導課及
び幼稚園協会
等との協議回
数

1回 5
幼児教育の振
興、支援

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22

「活動」内容は就園
奨励費の範囲ではな
く、教育指導課の事
業なので、移し替え
が適当です。

予算
なし

18 総
出張命令の
調整（小学
校）

適正な旅費の執行
学校職

員
内
部

116
出張命令の調整につ
いて適正に実施され
た

Ａ 100 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

現状維
持

なし 維持

18
出張命令の
調整（小学
校）

出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数 ２４５日 ２４５日 116

出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数 ２４１日 100 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

調整事務の一部につ
いて、再任用職員等
の活用が可能であ
る。

維持

19 総

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

職員数の抑制と事務
の軽減

臨時職
員・非
常勤職

員

内
部

4,184,719
小学校臨時職員の雇
用について適正に実
施できた

Ａ 126,717 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

現状維
持

なし 維持

19

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

学校図書館嘱
託員の雇用及
び給与支給

採用人数 １８人 １８人 8,640
学校図書館嘱
託員の雇用及
び給与支給

採用人数 １８人 8,640 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

非常勤嘱託職
員（給食）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ９０人 ９４人 74,438

非常勤嘱託職
員（給食）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ９０人 91,575 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

非常勤嘱託職員（給
食）の給与支給事務
の一部について、再
任用職員等の活用が
可能である。

維持

19

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

非常勤嘱託職
員（学校事務
員）の雇用及
び給与支給

採用人数 ２人 ２人 2,085

非常勤嘱託職
員（学校事務
員）の雇用及
び給与支給

採用人数 ４人 8,060 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

非常勤嘱託職員（学
校事務員）の給与支
給事務の一部につい
て、再任用職員等の
活用が可能である。

維持

19

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

臨時職員（市
費職員の欠員
補充）の雇用
及び給与支給

採用人数 ３人 ４人 4,087,320

臨時職員（市
費職員の欠員
補充）の雇用
及び給与支給

採用人数 ２人 5,673 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

臨時職員（市費職員
の欠員補充）の給与
支給事務の一部につ
いて、再任用職員等
の活用が可能であ
る。

維持

19

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

臨時職員（日
直代行員）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ３６人 ３９人 12,187

臨時職員（日
直代行員）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ３６人 12,690 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

臨時職員（日直代行
員））の給与支給事
務の一部について、
再任用職員等の活用
が可能である。

維持

19

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

学校図書館嘱
託員の視察研
修

研修参加人数 １８人 １８人 49
学校図書館嘱
託員の視察研
修

研修参加人数 １８人 79 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

研修会実施事務の一
部について、再任用
職員等の活用が可能
である。

維持

19

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

臨時職員の選
定、申込者へ
の打診、採用
決定

採用人数 １４９人 １５７人
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目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育総務課

19

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

採用、募集要
綱の作成、公
表

採用人数 １４９人 １５７人

19

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

採用試験の実
施

採用人数 １４９人 １５７人

19

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

臨時職員の採
用及び庶務
（配置、任
免、給与支
給）

採用人数 １４９人 １５７人

臨時職員の採
用及び庶務
（配置、任
免、給与支
給）

採用人数 １４４人 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

臨時職員事務の庶務
の一部について、再
任用職員等の活用が
可能である。

維持

19

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

非常勤嘱託職
員出退勤管理
及び年休付与

嘱託職員の人
数

９２人 ９４人
非常勤嘱託職
員出退勤管理
及び年休付与

嘱託職員の人
数

９０人 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

非常勤嘱託職員出退
勤管理及び年休付与
の一部について、再
任用職員等の活用が
可能である。

維持

19

小学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

労災・雇用保
険手続き

けが・事故等
の対応人数

１４９人 １５７人
労災・雇用保
険手続き

けが・事故等
の対応人数

１４４人 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20 総

小学校設備
等の管理運
営に関する
こと

小学校の維持管理の
ため

小学校
施
管

285,285
小学校設備等の管理
運営について適正に
実施できた

Ａ 180,479 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

20

小学校設備
等の管理運
営に関する
こと

児童の家庭へ
見舞金等を支
給

支給件数 ２０件 １３件 65
児童の家庭へ
見舞金等を支
給

支給件数 ２０件 100 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20

小学校設備
等の管理運
営に関する
こと

小学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

対象校
小学校
１８校

小学校
１８校

285,220
小学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

対象校
小学校
１８校

180,379 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

21 総

小学校の再
配当予算の
執行管理に
関すること

小学校の再配当予算
の執行管理

小学校
施
管

68,928
小学校の再配当予算
の執行管理について
適正に実施できた

Ａ 72,558 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

21

小学校の再
配当予算の
執行管理に
関すること

小学校の管理
運営上の再配
当予算の執行
管理

対象校
小学校
１８校

小学校
１８校

68,928

小学校の管理
運営上の再配
当予算の執行
管理

対象校
小学校
１８校

72,558 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

学校再配当予算伝票
の財務会計入力事務
の一部について、再
任用職員等の活用が
可能である。

維持

22 総
小学校設備
の維持修繕

小学校施設設備の維
持修繕

小学校
施
管

8,291
小学校設備の維持修
繕について適正に実
施できた

Ａ 9,119 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

22
小学校設備
の維持修繕

　 修繕 対象校
小学校
１８校

小学校
１８校

8,291 修繕 対象校
小学校
１８校

9,119 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

学校再配当予算伝票
の財務会計入力事務
の一部について、再
任用職員等の活用が
可能である。

維持

23 総
小学校の備
品整備

小学校の教科用、学
校図書、管理用等備
品の整備

小学校
施
整

小・中学校
備品整備
（更新）事
業

18,796
小学校の備品整備に
ついて適正に実施で
きた

Ａ 42,060 4

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

23
小学校の備
品整備

　
小学校の教科
用及び管理用
備品の整備

整備校
小学校
１８校

小学校
１８校

5,703
小学校の教科
用及び管理用
備品の整備

整備校
小学校
１８校

27,760 4

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

小学校の備品につい
て、計画的な更新を
行う。学校再配当予
算伝票の財務会計入
力事務の一部につい
て、再任用職員等の
活用が可能である。

増
や
す

23
小学校の備
品整備

　
小学校の図書
室用図書の整
備

整備校
小学校
１８校

小学校
１８校

13,093
小学校の図書
室用図書の整
備

整備校
小学校
１８校

14,300 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

24 総
小学校の理
科教育設備
の整備

小学校の理科教育設
備の整備

小学校
施
整

1,453
小学校の理科教育設
備の整備について適
正に実施できた

Ａ 1,440 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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顧
客
）

事
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分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育総務課

24
小学校の理
科教育設備
の整備

　
理科教育設備
の整備

整備校 ９校 ９校 1,453
理科教育設備
の整備

整備校 ９校 1,440 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24
小学校の理
科教育設備
の整備

補助金の申請
回数

補助金の申請 年１回 年１回
補助金の申請
回数

補助金の申請 年１回 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25 総
小学校の教
材備品等整
備

小学校の義務教育教
材備品・消耗品の整
備

小学校
施
整

21,999
小学校の教材備品等
整備について適正に
実施できた

Ａ 22,000 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

25
小学校の教
材備品等整
備

　
小学校の義務
教育教材備品
等の整備

整備校
小学校
１８校

小学校
１８校

21,999
小学校の義務
教育教材備品
等の整備

整備校
小学校
１８校

22,000 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

26 総

小学校の特
別支援学級
の管理・運
営

小学校の特別支援学
級の管理・運営

小学校
施
管

7,035

小学校の特別支援学
級の管理・運営につ
いて適正に実施でき
た

Ａ 3,497 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

26

小学校の特
別支援学級
の管理・運
営

　
小学校の特別
支援学級用設
備の整備

整備校
小学校
４校

小学校
４校

7,035
小学校の特別
支援学級用設
備の整備

整備校
小学校
６校

3,497 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

27 総
小学校の総
合的な学習
予算の執行

小学校における総合
的な学習の時間の充
実

小学校
政
策

4,845
小学校の総合的な学
習予算の執行につい
て適正に実施できた

Ａ 5,330 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

27
小学校の総
合的な学習
予算の執行

　
総合的な学習
予算の執行

整備校
小学校
１８校

小学校
１８校

4,845
総合的な学習
予算の執行

整備校
小学校
１８校

5,330 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

学校再配当予算伝票
の財務会計入力事務
の一部について、再
任用職員等の活用が
可能である。

維持

28 総
小学校の創
意工夫予算
の執行

小学校における特色
ある学校づくりの推
進

小学校
政
策

2,452
小学校の創意工夫予
算の執行について適
正に実施できた

Ａ 3,034 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

28
小学校の創
意工夫予算
の執行

創意工夫予算
の執行

実施校
小学校
１８校

小学校
１８校

2,452
創意工夫予算
の執行

実施校
小学校
１８校

3,034 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

701 総

香川小学校
校舎増築に
伴う備品等
の整備

香川小学校校舎増築
に伴う備品等の整備

小学校
政
策

7,045

香川小学校校舎増築
に伴う備品等の整備
について適正に実施
できた

Ａ

701

香川小学校
校舎増築に
伴う備品等
の整備

消耗品・備品
等の整備

消耗品・備品
等の整備

平成２１
年３月

平成２１
年３月

7,045

29 総

（仮称）緑
が浜第二小
学校建設に
伴う備品等
の整備

（仮称）緑が浜第二
小学校建設に伴う備
品等の整備

小学校
建設に
関わる
教職員

政
策

（仮称）緑
が浜第二小
学校校舎等
建設事業

8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高 拡大
増
や
す

29

（仮称）緑
が浜第二小
学校建設に
伴う備品等
の整備

（仮称）緑が
浜第二小学校
建設に伴う備
品等の整備の
検討

備品等予算要
求額の確定

１２月 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

30 総

教育委員会
の予算・決
算関係資料
の作成

教育委員会内予算・
決算の総合調整

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

教育委員会の予算・
決算関係資料の作成
について適正に実施
できた

Ａ 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

現状維
持

なし
予算
なし

30

教育委員会
の予算・決
算関係資料
の作成

予算・決算等
経理に関する
資料の作成

資料作成回数 年２回 年２回
予算・決算等
経理に関する
資料の作成

資料作成回数 年２回 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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5,136,113 5,136,113 1,063,568 1,063,568
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育総務課

31 総
出張命令の
調整（中学
校）

適正な旅費の執行
学校職

員
内
部

3
出張命令の調整が適
正に実施された Ａ 14 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

現状維
持

なし 維持

31
出張命令の
調整（中学
校）

出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４５日 ２４５日 3

出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４１日 14 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

調整事務の一部につ
いて、再任用職員等
の活用が可能であ
る。

維持

32 総

中学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

職員数の抑制と事務
の軽減

臨時職
員・非
常勤職

員

内
部

15,083
中学校臨時職員の雇
用について適正に実
施できた

Ａ 15,519 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

現状維
持

なし 維持

32

中学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

学校図書館嘱
託員の雇用及
び給与支給

採用人数 １３人 １３人 6,240
学校図書館嘱
託員の雇用及
び給与支給

採用人数 １３人 6,240 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

学校図書館嘱託員の
給与支給事務の一部
について、再任用職
員等の活用が可能で
ある。

維持

32

中学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

臨時職員（日
直代行員）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ２６人 ２６人 8,814

臨時職員（日
直代行員）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ２６人 9,165 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

臨時職員（日直代行
員）の給与支給事務
の一部について、再
任用職員等の活用が
可能である。

維持

32

中学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

学校図書館嘱
託員の視察研
修

研修参加人数 １３人 １３人 29
学校図書館嘱
託員の視察研
修

研修参加人数 １３人 59 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

学校図書館嘱託員臨
時職員（日直代行
員）の給与支給事務
の一部について、再
任用職員等の活用が
可能である。

維持

32

中学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

臨時職員の選
定、申込者へ
の打診、採用
決定

採用人数 ３９人 ３９人

32

中学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

採用、募集要
綱の作成、公
表

採用人数 ３９人 ３９人

32

中学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

採用試験の実
施

採用人数 ３９人 ３９人

32

中学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

臨時職員の採
用及び庶務
（配置、任
免、給与支
給）

採用人数 ３９人 ３９人

臨時職員の採
用及び庶務
（配置、任
免、給与支
給）

採用人数 ３９人 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

臨時職員事務の庶務
の一部について、再
任用職員等の活用が
可能である。

維持

32

中学校臨時
職員の雇用
に関するこ
と

労災・雇用保
険手続き

けが・事故等
の対応人数

３９人 ３９人
労災・雇用保
険手続き

けが・事故等
の対応人数

３９人 55 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33 総

中学校設備
等の管理運
営に関する
こと

中学校の維持管理運
営のため

中学校
施
管

88,050
中学校設備等の管理
運営について適正に
実施できた

Ａ 91,698 8
学校備品等整
備

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

33

中学校設備
等の管理運
営に関する
こと

生徒の家庭へ
見舞金等を支
給

整備校 １８件 １１件 55
生徒の家庭へ
見舞金等を支
給

整備校 １８件 90 8
学校備品等整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33

中学校設備
等の管理運
営に関する
こと

中学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

87,995
中学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

整備校
中学校
１３校

91,608 8
学校備品等整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

34 総

中学校の再
配当予算の
執行管理に
関すること

中学校の再配当予算
の執行管理

中学校
施
管

52,045
中学校の再配当予算
の執行管理について
適正に実施できた

Ａ 54,023 8
学校備品等整
備

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

34

中学校の再
配当予算の
執行管理に
関すること

中学校の管理
運営上の再配
当予算の執行
管理

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

52,045

中学校の管理
運営上の再配
当予算の執行
管理

整備校
中学校
１３校

54,023 8
学校備品等整
備

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

学校再配当予算伝票
の財務会計入力事務
の一部について、再
任用職員等の活用が
可能である。

維持
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5,136,113 5,136,113 1,063,568 1,063,568
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

教育総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

教育総務課

35 総
中学校設備
の維持修繕

中学校施設設備の維
持修繕

中学校
施
管

7,081
中学校設備の維持修
繕について適正に実
施できた

Ａ 8,023 8
学校備品等整
備

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

35
中学校設備
の維持修繕

　 修繕 整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

7,081 修繕 整備校
中学校
１３校

8,023 8
学校備品等整
備

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

学校再配当予算伝票
の財務会計入力事務
の一部について、再
任用職員等の活用が
可能である。

維持

36 総
中学校の備
品整備

中学校の教科用、学
校図書、管理用等備
品の整備

中学校
施
整

小・中学校
備品整備
（更新）事
業

20,339
中学校の備品整備に
ついて適正に実施で
きた

Ａ 27,670 4
学校備品等整
備

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

36
中学校の備
品整備

　
中学校の教科
用及び管理用
備品の整備

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

13,426
中学校の教科
用及び管理用
備品の整備

整備校
中学校
１３校

19,930 4
学校備品等整
備

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

中学校の備品につい
て、計画的な更新を
行う。学校再配当予
算伝票の財務会計入
力事務の一部につい
て、再任用職員等の
活用が可能である。

増
や
す

36
中学校の備
品整備

　
中学校の図書
室用図書の整
備

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

6,913
中学校の図書
室用図書の整
備

整備校
中学校
１３校

7,740 8
学校備品等整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

37 総
中学校の理
科教育設備
の整備

中学校の理科教育設
備の整備

中学校
施
整

1,157
中学校の理科教育設
備の整備について適
正に実施できた

Ａ 1,302 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

37
中学校の理
科教育設備
の整備

　
中学校の理科
教育設備の整
備

整備校 ６校 ６校 1,157
中学校の理科
教育設備の整
備

整備校 ７校 1,302 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

37
中学校の理
科教育設備
の整備

国庫補助金の
申請

補助金の申請
回数

年１回 年１回
国庫補助金の
申請

補助金の申請
回数

年１回 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

38 総
中学校の教
材備品等整
備

中学校の義務教育教
材備品・消耗品の整
備

中学校
施
整

21,045
中学校の教材備品等
整備について適正に
実施できた

Ａ 21,049 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

38
中学校の教
材備品等整
備

　
中学校の義務
教育教材備品
等の整備

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

21,045
中学校の義務
教育教材備品
等の整備

整備校
中学校
１３校

21,049 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

39 総

中学校の特
別支援学級
の管理・運
営

中学校の特別支援学
級の管理・運営

中学校
施
管

3,034

中学校の特別支援学
級の管理・運営につ
いて適正に実施でき
た

Ａ 1,771 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

39

中学校の特
別支援学級
の管理・運
営

　
中学校の特別
支援学級用設
備の整備

整備校
中学校
２校

中学校
２校

3,034
中学校の特別
支援学級用設
備の整備

整備校
中学校
３校

1,771 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

40 総
中学校の総
合的な学習
予算の執行

中学校における総合
的な学習の時間の充
実

中学校
政
策

4,030
中学校の総合的な学
習予算の執行につい
て適正に実施できた

Ａ 4,034 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

40
中学校の総
合的な学習
予算の執行

　
中学校の総合
的な学習予算
の執行

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

4,030
中学校の総合
的な学習予算
の執行

整備校
中学校
１３校

4,034 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

学校再配当予算事務
の一部について、再
任用職員等の活用が
可能である。

維持

41 総
中学校の創
意工夫予算
の執行

中学校における特色
ある学校づくりの推
進

中学校
政
策

1,745
中学校の創意工夫予
算の執行について適
正に実施できた

Ａ 2,179 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

41
中学校の創
意工夫予算
の執行

　
中学校の創意
工夫予算の執
行

実施校
中学校
１３校

中学校
１３校

1,745
中学校の創意
工夫予算の執
行

実施校
中学校
１３校

2,179 8

教育関係予算
の総括調整、
学校予算の執
行管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す
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③
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③
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②
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④
継
続
性

教育総務課

42 総
教育委員会
人事・給与
管理業務

人事・給与の適正な
管理

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

教育委員会人事・給
与管理業務について
適正に実施できた

Ａ 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

現状維
持

なし
予算
なし

42
教育委員会
人事・給与
管理業務

職員の採用及
び発令（昇級
昇格を含む）

教育委員会・
学校職員数

２４１人 ２４１人
職員の採用及
び発令（昇級
昇格を含む）

教育委員会・
学校職員数

２５７人 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

42
教育委員会
人事・給与
管理業務

人事台帳の調
製

教育委員会・
学校職員数

２４１人 ２４１人

42
教育委員会
人事・給与
管理業務

身分、履歴、
就業等の証明

教育委員会・
学校職員数

２４１人 ２４１人

42
教育委員会
人事・給与
管理業務

給料、諸手当
の決定

教育委員会・
学校職員数

２４１人 ２４１人

42
教育委員会
人事・給与
管理業務

特別休暇、療
養休暇、育児
休業及び職務
専念義務の免
除等の承認

教育委員会・
学校職員数

２４１人 ２４１人

特別休暇、療
養休暇、育児
休業及び職務
専念義務の免
除等の承認

教育委員会・
学校職員数

２５７人 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

42
教育委員会
人事・給与
管理業務

　
懲戒、分限処
分

対象者数 ２４１人 ０人
懲戒、分限処
分

対象者数 適時 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

42
教育委員会
人事・給与
管理業務

　
公務、通勤災
害の手続き

公務災害手続
人数

２４１人 ２４１人
公務、通勤災
害の手続き

公務災害手続
人数

２５７人 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

42
教育委員会
人事・給与
管理業務

　
被服貸与の取
りまとめ

学校職員の被
服貸与人数

６２人 ６２人
被服貸与の取
りまとめ

学校職員の被
服貸与人数

６２人 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

被服貸与の取りまと
めについて再任用職
員等の活用が可能で
ある。

予算
なし

43 総
職員の適正
配置

教育行政事務の円滑
化

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

職員の適正配置につ
いて適正に実施でき
た

Ａ 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

現状維
持

なし
予算
なし

43
職員の適正
配置

　
部内職員の流
動的配置に関
する調整

部内職員の流
動的配置に関
する調整人数

２４１人 ２４１人
「職員の適正
配置」に統合 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

43
職員の適正
配置

　
職員の適正配
置

職員の適正配
置人数

２４１人 ２４１人
職員の適正配
置

職員の適正配
置人数

２５７人 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

43
職員の適正
配置

　
職員定数の管
理

定数の確認人
数

２５７人
以内

２５７人
以内

「職員の適正
配置」に統合 3

人事・給与の
適正管理及び
臨時職員の人
材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

44 総

規則、規程
及び要綱の
制定並びに
改廃

教育行政の推進
教育委
員会職

員

内
部

規則、規程及び要綱
の制定並びに改廃に
ついて適正に実施で
きた

Ａ 6
効率的な組
織・体制づく
り

現状維
持

なし
予算
なし

44

規則、規程
及び要綱の
制定並びに
改廃

教育委員会内
の規則、規程
及び要綱の制
定並びに改廃

審査及び公告
件数

４件 ３件

教育委員会内
の規則、規程
及び要綱の制
定並びに改廃

審査及び公告
件数

４件 6
効率的な組
織・体制づく
り

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

45 総
各種調査、
統計表の総
括及び作成

施策形成への反映及
び適切な事務執行の
確保

県教育
委員会

内
部

各種調査、統計表の
総括及び作成につい
て適正に実施できた

Ａ 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし
予算
なし
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①
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民
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③
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⑤
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③
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②
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④
継
続
性

教育総務課

45
各種調査、
統計表の総
括及び作成

各種調査、学
校基本調査、
地方教育費調
査等の総括及
び作成

学校基本調
査、地方教育
費調査票の作
成の時期

５月・８
月

５月・８
月

各種調査、学
校基本調査、
地方教育費調
査等の総括及
び作成

学校基本調
査、地方教育
費調査票の作
成の時期

５月・８
月

1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

46 総
教育行政相
談

教育行政に対する理
解の向上

相談
者・教
育委員
会各課

内
部

教育行政相談につい
て適正に実施できた Ａ 1

事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし
予算
なし

46
教育行政相
談

教育相談の受
付及び各課調
整

教育行政相談
回数

２４５日 ２４５日
教育相談の受
付及び各課調
整

教育行政相談
回数

２４１日 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

47 総
職員団体と
の交渉

職場環境の改善、向
上

教育委
員会職

員

内
部

職員団体との交渉に
ついて適正に実施で
きた

Ａ 6
効率的な組
織・体制づく
り

現状維
持

なし
予算
なし

47
職員団体と
の交渉

職員団体との
交渉

団体交渉数 ２４５日 ２４５日
職員団体との
交渉

団体交渉数 ２４１日 6
効率的な組
織・体制づく
り

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

47
職員団体と
の交渉

労務に関する
協議及び相談

各課等協議及
び相談日数

２４５日 ２４５日
労務に関する
協議及び相談

各課等協議及
び相談日数

２４１日 6
効率的な組
織・体制づく
り

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

48 総
公印の保管
及び使用

教育行政事務の円滑
化

教育委
員会職

員

内
部

公印の保管及び使用
について適正に実施
できた

Ａ 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし
予算
なし

48
公印の保管
及び使用

公印の新調、
改刻及び廃止
の手続き並び
に公印の登録

公印印影使用
申請日数

２４５日 ２４５日

公印の新調、
改刻及び廃止
の手続き並び
に公印の登録

公印印影使用
申請日数

２４１日 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

48
公印の保管
及び使用

公印の使用審
査及び押印

審査日数 ２４５日 ２４５日
公印の使用審
査及び押印

審査日数 ２４１日 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

49 総
文書の収
受、発送及
び保存管理

教育委員会各課・学
校の文書の収受、発
送及び保存管理

職員・
学校職

員

内
部

文書の収受、発送及
び保存管理について
適正に実施できた

Ａ 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし
予算
なし

49
文書の収
受、発送及
び保存管理

各課・学校文
書の年度収受
及び保存管理

対象とする
課・学校

９課
３１校

９課
３１校

各課・学校文
書の年度収受
及び保存管理

対象とする
課・学校

９課
３１校 1

事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

50 総
学校文書管
理の推進

学校文書の適正管理
学校職

員
内
部

学校文書管理の推進
について調査・準備
を完了し、次年度実
現に結びつけた。

Ａ 8,875 9
学校文書管理
の推進

拡大 なし
増
や
す

50
学校文書管
理の推進

学校文書の
ファイリング
システム整備

事務調整の開
催回数

４回 ４回

学校文書の
ファイリング
システム整備
（小学校）
「同（中学
校）」を分割

導入完了時期
平成22
年3月

8,875 9
学校文書管理
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

51 総
学校文書管
理の推進
（中学校）

学校文書の適正管理
学校職

員
内
部

学校文書管理の推進
について調査・準備
を完了し、次年度実
現に結びつけた。

Ａ 6,200 9
学校文書管理
の推進

拡大 なし
増
や
す

51
学校文書管
理の推進
（中学校）

学校文書の
ファイリング
システム整備

事務調整の開
催回数

４回 ４回

学校文書の
ファイリング
システム整備
（中学校）

導入完了時期
平成22
年3月

6,200 9
学校文書管理
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

52 総
教育財産の
取得、処分
の申出

教育財産（学校教育
財産を除く。）の取
得、処分の申出

教育委
員会職

員

内
部

未実施 Ａ 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

現状維
持

なし
予算
なし
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グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析
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成
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民
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③
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改善の内容

⑤
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の
他

③
民
間
活
用

②
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52
教育財産の
取得、処分
の申出

教育財産の取
得、処分の申
出

申出に対し適
切に処理した
割合

1 実績無し
教育財産の取
得、処分の申
出

教育財産の取
得、処分の申
出回数

１回 1
事務局及び教
育機関内の総
合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

53 総

教育施設及
び設備の災
害共済の総
括に関する
こと

教育施設及び設備の
維持管理

小・中
学校

施
管

災害の発生がなかっ
たので、実績がな
かった。

Ａ 8
学校施設の開
放

未 高 高 高 拡大 なし 22
学校への寄贈美術品
の保険加入の推進

増
や
す

53

教育施設及
び設備の災
害共済の総
括に関する
こと

教育施設及び
設備の災害時
の対処

災害に対し適
切に処理した
割合

1 実績無し
教育施設及び
設備の災害時
の対処

教育設備整備 発生回数 8
学校施設の開
放

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

54 総
教育委員会
の事務の評
価と公表

説明責任の遂行及び
教育委員会活動の充
実

全市民
義
務

60
教育委員会の事務の
評価と公表について
適正に実施できた

Ａ 80 2

事務局及び教
育機関内の事
務の評価及び
総括と公表

拡大 なし
予算
なし

54
教育委員会
の事務の評
価と公表

教育委員会の
事務の評価と
公表

評価結果の議
会への報告

１２月 １月 60
教育委員会の
事務の評価と
公表

評価結果の議
会への報告

９月 80 2

事務局及び教
育機関内の事
務の評価及び
総括と公表

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし


